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②都市計画区域の内、用途地域の指定のない区域の建築物の容積率、建ぺい率等の決定（平成16年

5月14日施行）    

   都市計画区域の内、用途地域の指定のない区域の建築物の容積率、建ぺい率等について、都 

市利用の実態に合わせ、ゆとりある居住環境が形成できるよう、従来の容積率４００％、建ぺ 

い率７０％を容積率２００％、建ぺい率６０％に変更した。 

③開発許可対象面積の引き下げ(平成１６年５月１４日 条例施行）      

   線引きを廃止した場合、都市計画区域全域で開発許可対象面積は原則３，０００㎡以上とな 

るが、乱開発の防止や良好な住環境を守っていくため、条例により開発許可対象面積を 

１，０００㎡以上とした。 

 

 

 この手引き書は、都市計画法、都市計画法施行令、都市計画法施行規則等に基づき、新居浜市に

おける開発許可の概要や開発許可申請手続等について取りまとめたものである。 
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                第２章 用語の定義 

 

１ 「都市計画区域」（法第４条第２項） 

  市又は町（人口、就業者数その他の事項が政令で定める要件に該当する町）の中心の市街地を

含み、かつ、自然的及び社会的条件並びに人口、土地利用、交通量等の現況及び推移を勘案して、

一体の都市として総合的に整備、開発及び保全する必要がある区域で知事が指定する区域。 

  都市計画には、無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るため、都市計画区域を区分し

て市街化区域及び市街化調整区域を定めるが、俗に市街化調整区域に関する都市計画が決定され、

又は当該都市計画区域を変更してその区域が拡張された際を「線引時」、この定めがなされた区

域を「線引き都市計画区域」、定めのない区域を「未線引き都市計画区域」という。 

 

２ 「用途地域」（法第８条第１項第１号）用途の混在を防ぐことを目的とし、住居、商業、工業

など市街地の大枠としての土地利用を定めるもの。 

 

３ 「特定用途制限地域」（法第８条第１項第２の２号）用途地域が定められていない土地の区域

において、その良好な環境の形成または保持のため当該地域の特性に応じて合理的な土地利用が

行われるよう、制限すべき特定の建築物等の用途の概要を定める地域。 

 

４ 「建築」（法第４条第10項） 

  建築とは、建築物（建築基準法第２条第１号に定める建築物）を新築し、増築し、改築し、又

は移転することをいう。 

(1) 「新築」 

   全く建築物のない敷地に、新たに建築物を造ること。ただし、「改築」に該当するものを除

く。 

(2) 「増築」 

   既に建築物のある敷地に、用途上不可分の関係にある建築物を新たに造ることであり、次の

要件に該当するものについては、許可不要である。 

ア）用途の変更を伴わないものであること。 

イ）従前の建築物と接続して、同一棟として建築されるものであること。 

ウ）増築後の規模が原則として、従前の建築物の 1.5倍以下であること。 

(3) 「改築」 

  建築物の全部若しくは一部を除却したり、又は災害などによって滅失した後、引き続き、こ

れと用途、規模、構造の著しく異ならないものを建てることをいい、次の要件に該当するもの

については、許可不要である。 

ア）用途の変更を伴わないものであること。 

イ）従前の建築物と同一敷地内で建築されるものであること。 

ウ）改築後の規模が原則として、従前の建築物の 1.5倍以下であること。 

(4) 「移転」 

   同一敷地内で建築物又はその一部を解体しないで、別の位置に移す工事をいい、許可不要で

ある。ただし、別敷地に移す場合は、新築又は増築として取り扱う。 

 

５ 「用途の変更」 

  都市計画区域外における用途の変更は法第42条に基づく許可の対象となる。 
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６ 「特定工作物」（法第４条第11項） 

(1) 「第一種特定工作物」（政令第１条第１項） 

   コンクリートプラントその他周辺の地域の環境の悪化をもたらすおそれがある次に掲げる工

作物 

ア）アスファルトプラント 

イ）クラッシャープラント 

ウ）危険物（建築基準法施行令第116条第１項の表の危険物品の種類の欄に掲げる危険物）の

貯蔵又は処理に供する工作物 

(2) 「第二種特定工作物」（政令第１条第２項） 

   ゴルフコースその他大規模な工作物でその規模が１ha以上である次に掲げるもの 

ア）野球場、庭球場、陸上競技場、遊園地、動物園その他の運動・レジャー施設である 

工作物 

イ）墓園 

７ 「開発行為」（法第４条第12項） 

  主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行なう土地の区画形質の変更

をいう。 

  「主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する」とは土地の区画形質の変更を行

う目的が、建築物を建築すること、又は特定工作物を建設することにあるという意味であって、

土地の利用目的、物理的形状等からみて、一体と認められる土地の区域について、その目的が建

築物、又は特定工作物に係るものでないと認められる区画形質の変更は開発行為に該当しない。 

(1) 「区画の変更」 

   建築物の建築、又は特定工作物の建設を主目的とした土地の区画の変更をいい、単なる分合

筆のみを目的とした、権利区画の変更は開発行為に該当しない。 

(2) 「形質の変更」 

   形質の変更とは、切土、盛土、道路の築造又は整地等をいう。ただし、建築物の建築又は特

定工作物の建設自体と不可分な一体の工事と認められる基礎打ち、土地の掘削等の行為は、建

築又は建設行為と認められるので開発行為には該当しない。 

   建築物の建築に際し、切土、盛土等の造成工事等を伴わず、かつ、従来の敷地の境界の変更

について、既存の建築物の除却や、塀、垣、さく等の除却、設置が行われるにとどまるもので

公共施設の整備の必要がないと認められるものについては、建築行為と不可分一体のものであ

り、開発行為に該当しない。 

   なお、農地等の宅地以外（すでに建築物又は特定工作物の敷地となっていた土地又はこれと

同様な状態にあると認められる土地を除く）の土地を宅地とする場合は、原則として開発行為

に該当する。 

８ 「開発区域」（法第４条第13項） 

  開発行為をする土地の区域をいう。つま 

り、主として建築物の建築又は特定工作物 

の建設のために土地の区画形質の変更を行 

なう区域をいうが、取付道路であっても、 

開発区域内の主要な道路と開発区域外の主 

要な道路を接続させるため設置するものは 

開発区域に含まれる。 

（図－１ 参照） 

 

主
要
な
道
路 

図－１ 開発区域 

↓ 
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９ 「公共施設」（法第４条第14項） 

  公共施設とは、道路、公園、下水道、緑地、広場、河川、運河、水路及び消防の用に供する貯

水施設とする。 

  なお、上水道は公益施設として取り扱う。 

10 自己の居住の用に供する開発行為、自己の業務の用に供する開発行為及びこれら以外の開発行 

為（以下「自己用以外の開発行為」という。）とでは、許可基準、申請手数料等が異なる。 

  「自己の居住の用に供する」とは、開発行為を施行する主体が自らの生活の本拠として使用す

ることをいう趣旨であるので当然自然人に限られることとなり、会社が従業員宿舎の建設のため

に行う開発行為、組合が組合員に譲渡することを目的とする住宅の建設のために行う開発行為は

該当しない。 

  「自己の業務の用に供する」とは、当該建築物内において継続的に自己の業務に係る経済活動

が行われることであり一般にこの場合住宅は含まない。従って、分譲又は賃貸住宅はもちろん貸

事務所等も該当しないが、ホテル、結婚式場、企業の従業員のための福利厚生施設等は、これに

該当する。 

 

 第３章 新居浜市における開発許可、建築許可の概要 

 都市計画区域 

非線引き都市計画区域 

 （法第29条第１項、都市計画法施行令第19条第1項、平成16年新居浜市条例第10号） 

１ 1,０００㎡未満のもの 

２ 農林漁業用施設・農林漁業者の住宅 

３  (1) 公益上必要な建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為 （駅舎その他の鉄道施設、図

書館、公民館、変電所等、ただし学校、社会福祉施設、病院・診療所、庁舎及び宿舎等を除

く） 

(2) 都市計画事業 

(3) 土地区画整理事業 

(4) 市街地再開発事業 

(5) 住宅街区整備事業 

(6) 防災街区整備事業 

(7) 公有水面埋立事業 

(8) 非常災害の応急措置 

(9) 管理行為・軽易な行為 

 １ 技術基準（法第33条） 

(1)用途地域等への適合  

(2)道路・公園等  

(3)排水施設 

(4)給水施設 

(5)地区計画等 

(6)公共・公益施設  

(7)防災・安全施設 

(8)災害危険区域等の除外 

(9)樹木の保存・表土の保全 

(10)緩衝帯 

(11)輸送施設 

(12)申請者の資力・信用 

(13)工事施行者の能力 

(14)関係権利者の同意 

 

 

 

 

 

 

１ 開発行為完了前着工（法第37条） 

 

開
発
許
可
が
不
要 

開
発
許
可
の
基
準 

建
築
許
可
が
必
要 
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 都市計画区域外の区域 

 （法第29条第２項） 

１ 開発面積１０，０００㎡（１ｈａ）未満のもの 

２ 農林漁業用施設・農林漁業者の住宅 

３ 公益上必要な建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為（駅舎その他の鉄道施設、図書

館、公民館、変電所等、ただし学校、社会福祉施設、病院・診療所、庁舎及び宿舎等を除く） 

４ 都市計画事業 

５ 公有水面埋立事業 

６ 非常災害の応急措置 

７ 管理行為・軽易な行為 

 

 １ 技術基準（法第33条） 

（１）用途地域等への適合  

（２）道路・公園等  

（３）排水施設 

（４）給水施設 

（５）地区計画等 

（６）公共・公益施設  

（７）防災・安全施設 

（８）災害危険区域等の除外 

（９）樹木の保存・表土の保全 

（10）緩衝帯 

（11）輸送施設 

（12）申請者の資力・信用 

（13）工事施行者の能力 

（14）関係権利者の同意 

 １ 開発行為完了前着工（法第37条） 

２ 予定建築物以外の建築（法第42条） 

 

 

 

 

 

開
発
許
可
が
不
要 

開
発
許
可
の
基
準 

建
築
許
可
が
必
要 
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  関係法令名 

 

原則として法等の規制の対象となる行為の

概要（法等に基づき行う手続きの概要） 

 窓口機関  

県庁所管課 

 
・新居浜市 

・ ( 地方局 )  

 

河川法 

 

河川区域において土地の占用や形状変更等

の行為をする場合（知事等の許可又は承

認） 

 

（上記に同じ） 

 

 

河川課 

 

 

都市計画法 

  （第53条） 

都市計画施設等の区域内で建築物の建築を

しようとする場合（市長の許可） 

都市計画課 

 

 

都市計画課 

 

 

 

文化財保護法 

 

 

周知の埋蔵文化財包蔵地で土木工事等を行

う場合（文化庁長官に届出又は通知） 

開発行為により遺跡を発見した場合（同

上） 

文化振興課 

（―――） 

 

 

文化財保護課

 

 

地すべり等防止法 

 

土砂災害警戒区域等

における土砂災害防

止対策の推進に関す

る法律 

急傾斜地の崩壊によ

る災害の防止に関す

る法律 

建築基準法 

 

開発区域内に右記の区域内の土地を含まな

いこと。ただし、開発区域及びその周辺の

地域の状況等により支障がないと認められ

るときは、この限りでない。（都市計画法

第33条第１項第８号） 

 

 

 

・地すべり等防止法第３条第１

項の地すべり防止区域 

・土砂災害警戒区域等における

土砂災害防止対策の推進に関

する法律第９条第第１項の土

砂災害特別警戒区域 

・急傾斜地の崩壊による災害の

防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

・建築基準法第39条第１項の災

害危険区域（急傾斜地崩壊危

険区域と同じ） 

 

 

都市計画法第32条の

同意又は協議 

 

 

関係のある公共施設が存する場合又は公共

施設が新設される場合（管理者の同意又は

管理予定者との協議） 

 

開発許可の事前審査と同時並行

して管理（予定）者と協議 

※公共施設とは、道路、公園、

下水道、緑地、広場、河川、運

河、水路及び消防の用に供する

貯水施設をいう 

 

国有財産法 

 

 

農道・水路の占用等 

 

農地整備課 

（建設部管理課

又は土木事務

所用地管理

課、事業管理

課） 

 

用  地  課 

 

愛媛県土砂等の埋立

て等による土壌の汚

染及び災害の発生の

防止に関する条例 

3,000 ㎡以上の土砂等の埋立て等について

は事前に知事の許可が必要 

 

 

   

（環境保全課） 

 

循環型社会推

進課 

 

土壌汚染対策法 3,000 ㎡（有害物質使用特定施設が設置さ

れている事業場の敷地塔については 900

㎡）以上の土地の形質の変更を行う場合 

 

（環境政策課） 

県保健所環境

保全課・衛星

環境課 

都市再生特別措置法新居浜市立地適正化計画を策定し、都市機

能誘導地区内外、居住誘導地区外におい

て、都市機能誘導施設や３戸以上の住宅の

建築目的の開発行為等について届出が必要

 

   

都市計画課 

 

都市計画課 
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オ）植裁・施設・遊具等の数量及び配置については、都市計画課と事前協議すること。 

カ）表面は原則として真砂土仕上げとすること。 

キ）遊具の設置にあたっては、「遊具の安全確保に関する規準（案）平成14年10月」（社団

法人 日本公園施設業協会）に基づき、その規準に準じた構造のものを設置すること。 

ク）「高齢者、障がい者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」及び同法の政省令（平成

18年12月20日施行）に定める基準等に適合するように努めること。 
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   イ）中央分離帯のある道路を横断する場合 

   ウ）４車線以上の道路を横断する場合 

   エ）鉄道を横断する場合 

   オ）開発区域を包含する有効水利が活動障害となる場合（塀、建築物等により開発区域への

進入が障害となるため、実質上の有効距離が確保できない。） 

(5)  構造等 

   消防水利は、次に定める構造等の基準に適合すること。 

ア）消火栓 

①呼称６５の口径を有するもので、原則として直径150mm以上の給配水管に取付けるこ

と。ただし、直径100mm以上の給配水管で同項第２号に定める常時指定数量以上の給

水能力を有するとすることができるものにあってはこの限りでない。（この場合につ

いては、水道事業管理者と協議の上判断すること。） 

②私設消火栓の水源は、５個（５個未満の場合は最大の個数）の消火栓を同時に開弁し

たとき、同項第２号の能力に定める給水能力を有すること。 

③水道事業管理者が定める規格であること。 

イ）防火水槽 

①有効水量は、４０㎥以上とする。ただし、防火水槽に給水栓（口径50～70mm）と吐水

口空間200mm以上の越流管（オーバーフロー）を設置したものについては、有効水量

を２０㎥以上とすることができる。また、この場合の給水栓の制水弁は、粉体塗装型

とする。 

②設置場所は、開発区域内で消防ポンプ自動車及び水槽付消防ポンプ自動車（以下「消

防ポンプ自動車等」という。）が容易に停車して活動できる場所（以下「部署できる

場所」という。）でかつ、崩落、埋没等の恐れがなく、常時維持管理ができる場所で

あること。なお、設置場所が公園等の場合は、関係法令等に適合させること。 

③防火水槽の占有用地は、水槽の側板の外側から１ｍ以上の範囲とし、消防長が必要と

認めるときは、周囲をフェンス等で区画し、吸管投入孔の正面に幅90cm以上の出入口

を１箇所以上設けること。 

④占有用地の地盤面は、厚さ10cm以上のコンクリート又はアスファルト等で舗装するこ

と。 

⑤その他防火水槽の構造及び標識等については、消防本部が定める「３防火水槽の基

準」によること。 

(6)  その他 

  この基準に定めのない事項は、別に消防長が定める。 

  なお、基準に疑義が生じた場合は都度別途協議するものとする。 

２ 消防水利に関する基準の細目 

 この細目は、１消防水利に関する基準（以下「基準」という。）と前項第６号の規定により、 

消防水利の基準に必要な細目を定めるものとする。 

(1)  共通事項（防火水槽及び消火栓） 

ア）消防水利は、二方向以上から接近し、消防ポンプ自動車等が部署できる場所に設けるこ

とが望ましい。 

イ）開発区域と消防水利の間に河川等（前項第４号のただし書きのとおり。）が有り、消火

活動が容易に行えない場合は、当該開発区域に対する有効な消防水利とは認めない。 

(2)  消火栓 

ア）消火栓は、水道事業に悪影響が及ばないように設けること。 
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設
計
図
書
ほ
か
関
係
書
類 

２０  排水施設計画平面図 省令第１６条第４項 

２１ △給水施設計画平面図     〃 

２２ 道路計画縦断面図  

２３ 排水施設縦断面図  

２４  がけの断面図 省令第１６条第４項 

２５  擁壁の断面図   〃 

２６  排水施設構造図  

２７ 道路構造図  

２８  工作物構造図  

２９ 防災計画図  

３０  排水流域図  

３１  流量計算書  

３２  構造計算書  

３３  安定計算書  

３４  工作物等の施設の能力に関する計算書  

３５  土質試験結果  

そ
の
他 

３６ その他市長が必要と認める図書 

・遵守誓約書 

・開発行為の申請に関する委任状 

規則第２条第１項第６号 

注１）申請書製本の際には、提出図書の区分の小分類の番号順に整理し、その目録を作成し、申

請書の次に添付してください。 

注２）開発区域区域図は、現況図にまとめて図示してもよい。 

 

２ 工事着手届出及び開発行為許可標識 

 

図書の

区 分 
提 出 図 書 

（添付図書を含む。） 

 

備    考 

小分類 

（１）工事着手届出（規則第４条） 

１  工事着手届書 (第６号様式) 

２ 工程計画書（工程表）  

３ 開発行為許可書の写し  

４ 位置図  

５ 

６ 

写真 

擁壁撮影箇所を示す図面 

開発行為許可標識を入れる。 

工事施行者から提出する。施行者の印。 

（２）開発行為許可標識（規則第１２条） 

１  開発行為許可標識 (第１２号様式) 
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第６章 許可申請等手数料 

 

１ 開発行為許可申請手数料（都市計画法第２９条）※令和３年７月１日改定 

開発区域の面積 自己居住用 自己業務用 その他 

０.３ｈａ未満 22,000円 31,000円 130,000円 

０.３ｈａ以上   ０.６ｈａ未満 45,000円 67,000円 200,000円 

０.６ｈａ以上    １ｈａ未満 89,000円 120,000円 270,000円 

  １ｈａ以上    ３ｈａ未満 130,000円 210,000円 400,000円 

 ３ｈａ以上    ６ｈａ未満 180,000円 280,000円 520,000円 

  ６ｈａ以上   １０ｈａ未満 230,000円 350,000円 680,000円 

１０ｈａ以上 310,000円 490,000円 900,000円 

※その他とは、自己居住用及び自己業務用以外で 

 従業員宿舎、社員用住宅、共同住宅、宅地分譲、建売分譲住宅、賃貸住宅、 

 貸事務所、貸店舗等が該当する。    

 

２ 開発行為変更許可申請手数料（都市計画法第３５条の２） 

次に掲げる額を合算した額。ただし、その額が900,000円を超えるときは、その手数料の 

額は900,000円とする。 

(1)開発行為に関する設計 

の変更 

（(2)のみに該当する場 

合を除く。） 

開発区域の面積に応じ、上表に掲げる額に１０分の１を乗 

じて得た額 

（開発区域の面積が(2)に規定する変更を伴う場合にあっ 

ては、変更前の開発区域の面積、開発区域の縮小を伴う 

場合にあっては、縮小後の開発区域の面積） 

(2)新たな土地の開発区域 

への編入に係る都市計 

画法第３０条第１項第 

１号から第４号までに 

掲げる事項の変更 

新たに編入される開発区域の面積に応じ、上表に掲げる額 

(3)その他の変更 10,000円 

 

３ 用途地域の定められていない土地の区域における建築物の特例許可申請手数料（都市計画法

第４１条第２項ただし書） 

46,000円 

 

４ 予定建築物等以外の建築等の許可申請手数料（都市計画法第４２条第１項ただし書） 

    26,000円 
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５ 開発許可を受けた地位の承継の承認の申請手数料（都市計画法第４５条） 

(1)自己居住用の住宅又は住宅以外の建 

築物で自己業務用のものであって、 

開発区域の面積が１ha未満のもの 

1,700円 

(2)住宅以外の建築物で自己業務用のも 

のであって、開発区域の面積が１ha 

以上のもの 

2,700円 

(3)(1)及び(2)以外のもの 17,000円 

 

６ 開発登録簿の写しの交付手数料（都市計画法第４７条第５項） 

用紙１枚につき 470円 

 

７ 開発行為又は建築に関する証明書の交付手数料（都市計画法施行規則第６０条） 

１事項１通につき 300円 

 

 

 





－ 提出図書様式 目次 － 

 

１ 開発許可に必要な申請書及び添付図書 

   開発行為許可申請書（法第29条第１項） …………………………… 1 

   開発行為許可申請書（法第29条第２項） …………………………… 2 

遵守誓約書………………………………………………………………… 3 

資金計画書 ……………………………………………………………… 4､5 

資力及び信用に関する申告書 …………………………………………  6 

工事施行者の能力に関する申告書 ……………………………………  7 

設計者の資格に関する申告書 …………………………………………  8 

設計説明書 ………………………………………………………………  9 

公共施設の管理者の同意一覧表 ………………………………………  10､11 

公共施設の管理者の同意書 ……………………………………………  12 

公共施設の管理予定者との協議一覧表 ………………………………  13 

管理予定者との協議経過書 ……………………………………………  14 

土地所有者等関係権利者の同意書 ……………………………………  15 

２ 工事着手届出及び開発行為許可標識 

工事着手届書 ……………………………………………………………  16 

開発行為許可標識 ……………………………………………………… 17 

３ 開発行為の変更の許可申請書及び届出書 

開発行為変更許可申請書 ……………………………………………… 18 

開発行為変更届出書 ……………………………………………………  19 

４ 工事完了及び開発行為に関する工事の廃止の届出 

工事完了届出書 ………………………………………………………… 20 

公共施設工事完了届出書 ……………………………………………… 21 

開発行為に関する工事の廃止の届出書 ……………………………… 22 

５ 建築の承認及び許可申請 

工事完了公告前の建築物の建築又は特定工作物の建設の 

承認申請書  ……………………………………………………………… 23 

建築物の特例許可申請書  …………………………………………………  24 

予定建築物等以外の建築物の新築等又は特定工作物の新設 

の許可申請書 …………………………………………………………… 25 

６ 許可に基づく地位の承継の届出及び承認申請 

開発許可等に基づく地位の承継届出書 ……………………………… 26 

地位の承継の承認申請書 ……………………………………………… 27 

７ 交付申請 

開発登録簿謄本交付申請書 …………………………………………… 28 

開発行為又は建築に関する証明書交付申請書 ……………………… 29 

８ 工事完了公告後の届出及び承認申請 

工事完了公告後の区画割変更届出書…………………………………… 30 

工事完了公告後の軽微な変更承認申請書……………………………… 31 
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〔開発許可に係る遵守誓約書〕 

 

遵 守 誓 約 書 

 

  年  月  日 

 

 （宛 先）新居浜市長  

 

 

                   申請者                 

 

 開発行為の許可を受けた後においては、次の事項を遵守し、都市計画法の規定に違反する

ことのないよう施行することを誓約します。 

 

 

 

１．開発許可を受けた内容を変更する場合は許可を受けること。 

  とくに予定建築物の用途変更については、都市計画制限の範囲内でしか行わないこと。 

２．開発許可を受けた後、開発行為を行う場合は次の事項を遵守すること。 

 （１）工事に着手しようとするときは、工事着手届を提出すること。 

（市規則第４条） 

 （２）工事期間中は、当該開発区域の見やすい場所に開発標識を掲示するとともに、許   

可の際付される条件に従い施行すること。                  （市規則第１２条） 

 （３）工事を廃止しようとするときは、その旨を工事の廃止届出書により届出ること。 

（都市計画法第３８条） 

 （４）工事を完了したときは、その旨を工事完了届出書により届出ること。 

                                                          （都市計画法第３６条） 

 （５）開発許可を受けた開発区域内の土地においては、都市計画法第３６条第３項の規定

による公告があるまでの間は、建築物等の建築工事に着手しないこと。この場合にお

いて、やむを得ず建築物等の建築工事に着手する場合は、工事完了公告前の建築物の

建築又は特定工作物の建築の承認を得ること。 

（都市計画法第３７条） 

 （６）建築工事に着手しようとする場合は建築確認申請書を提出すること。 

（建築基準法第６条） 

 （７）他の法律の規制を受ける場合は、その許認可を受けること。 
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（参考）開発許可の運用 

 

   平成16年5月14日の線引き廃止後、農地法第5条の転用許可や使用実態に伴わない地目変更に

基づく土地取引において農地法及び都市計画法第29条違反になるおそれのあるものが増加し

ており、売買当事者に不測の損失を与える懸念が生じている。本来、現況有姿分譲（農地等の

ままの分譲）であっても建築物の建築または特定工作物の建設の用に供する土地の分譲は開発

行為と判断されることから、開発許可制度（一体開発の判断や区画形質の変更）および技術基

準の運用指針を定め、良質な宅地の水準の確保及び良好な市街地の形成を図るものとする。 

 

 

 

 １ 一体開発 

 (１) 期間 

    宅地の造成が完了した後、都市計画税課税区域（用途地域内）においては「１年」、都

市計画税非課税区域（特定用途制限区域及び都市計画区域外）においては「３年」を経過

しないものについては、原則一体の開発行為とみなす。その場合、造成の完了日は、都市

計画税課税区域（用途地域内）においては、完了公告日から、それ以外の地域は、農地転

用確認書または建築物の検査済証に記載された日付とする。 

 (２) 利用目的 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

(Ａ)の開発行為が完了後、上記(１)の期間内に利用上一体的な駐車場(Ｂ)を造成する場

合は、一体開発とみなす。ただし、(Ａ)の部分について開発許可を受け、建築工事完了後

１年経過している場合はこの限りでないものとする。 

 

 

 ２ 雑種地等の開発行為 

   適切な手続きを経て、宅地以外の目的で良好に造成されている土地で、新たに造成行為（平

均地盤高さ３０ｃｍ以上の切土または盛土）を行わない場合、かつ、公共施設（開発道路等）

を設置しないものについては開発行為に該当しないものとする。 
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 ３ 現在宅地及び雑種地である土地の開発行為 

   現在宅地及び雑種地である土地とは、実際建築物が建築され宅地として使用されたもの又は

これと同様と認められる雑種地を指し、単に地目のみを宅地及び雑種地とした土地は含まない。 

 

(１)  区画の変更を伴う場合 

都市計画税課税区域(用途地域内)に存する宅地で、周辺の都市施設(道路施設、排水施設、

消防水利施設)がおおむね整っている場合は、新たな公共施設の設置がない限り開発行為に

は該当しないものとする。 

 

(２)  区画の変更がない場合 

造成行為（平均地盤高さ３０ｃｍ以上の切土または盛土）があるものは開発行為に該当す

るものとする。 

 

 

４ 既存の開発許可を受けた区域からの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)  既設開発道路が市道の認定を受けている場合 

別の開発として扱うものとする。 

(２)  既設開発道路が市道の認定を受けていない場合 

一体の開発として扱うものとする。 
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技術基準の運用 

  

１ 区画面積 

  １区画１６５㎡以上を原則とする。ただしやむを得ないと認められる場合は、１区画につい

ては、その区画の面積が１５５㎡以上となることを条件に可とする。 

 

２ 開発道路 

(１)  隅切 

両隅切を原則とし、隅切長さは４開発許可技術基準第2章３道路の構造(８)に示すが、

やむを得ない場合は、下記のとおり緩和するものとする。 

    下記に示す例は接続道路幅員４ｍと開発道路幅員４ｍの接道の場合であり、それぞれが

６ｍ以上と６ｍ以上の場合の最低隅切長さは、５ｍ・３ｍ以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)  避難上支障ないと認める基準 

     新たに設置する開発道路または末端転回広場は、原則として隣接地に接していなければ

ならない。その場合の末端の転回広場の運用は下図に示すものとする。ただし、自己の業

務用の開発においてはこの限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※隅切り部は、二等辺三角形を形成 

5m 

L=30m 未満 
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(３)  袋路状道路とすることが出来ない場合 

 開発区域が接続道路以外の道路（建築基準法第42条第1項道路、同第2項道路、及びそれ

らに準ずる道路）に接している場合は、原則新たに設置される開発道路は通り抜けとしな

ければならない。その場合、接続道路以外の道路が、接道要件（有効幅員４ｍ）を満たさ

ない場合でも、その開発道路は通り抜けとみなし末端の転回広場は必要ないものとする。 

 ３ 安全施設 

 

(１)  基礎地盤 

基礎地盤については、地質調査（ボーリング、スウェーデン式サウンディング等）によ

り確認し、そのデータを構造計算に添付するものとする。 

(２)  構造計算 

 常時及び地震時の両方の構造計算を行うこととする。 

 計算に用いる荷重は、載荷重については、輪荷重がかかるものについては10KN/㎡、そ

の他については5KN/㎡とする。 

 

(３)  重力式擁壁の標準断面 

 下の図に示す断面のものについては、構造計算書は不要とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    上記の図は、長期の地耐力が100KN/㎡以上ある場合に適用する。 
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(４)  擁壁の根入れ 

 根入れ深さは300mm以上かつ擁壁高の５分の１以上とする。ただし、隣接に構造物があ

る場合はその深さ以上とし、離隔距離に応じて下記の図のとおり緩和するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(５)  鉄筋コンクリート擁壁の隅角部補強 

     コーナー補強筋は、竪壁の配力筋と同径同ピッチとする。 
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(６)  コンクリート擁壁の隅角部 

 コーナー部から２ｍ以上離れた位置に打継を設け、一体としてコンクリートを打設する

こととする。やむを得ない場合はＤ１０以上の径の鉄筋を２５０ｍｍ以下の間隔で配し、

コーナー補強を行うものとする。この場合の定着は２５ｄ以上とする。 

４ その他 

(１)  隣接の構造物の保護  

隣接に構造物がある場合、エラスタイト等により直接コンクリートが接することのない

ように施工するものとする。 

     

（２） 開発区域及び開発区域内の宅地と開発道路の区画 

・開発区域の外周は、原則、擁壁を施工すること。 

・開発道路両側にあるＬ型またはＵ型側溝と宅地の境界は、壁厚150mmのコンクリート壁

を側溝の下端まで施工し区画するものとする。その場合、砂詰めやエラスタイト等により

境界壁コンクリートが直接側溝に接することのないよう施工するものとする。 

 

（３） ゴミ置き場 

 開発者と地元自治会との協議により、自治会からゴミ置き場の設置を求められた場合は

開発区域内にゴミ置き場を設置しなければならない。この場合、設置場所については、環

境部ごみ減量課と協議しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


